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基本施策評価表 所属平成31年度 19150000

生活環境部 交通防犯課

32 安全安心な暮らしの確保
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
市民
市民が犯罪や交通事故に巻き込まれない環境を整備し、消費者の利益を擁護する取組みを
推進する。

①年間犯罪件数…5年間（平成30年度～平成34年度）で765件（現状値850件）
②年間交通事故件数…5年間（平成30年度～平成34年度）で330件（現状値367件）
③消費者行政への市民満足度…5年間（平成30年度～平成34年度）で50.0％（現状値22.2％
）

基本方針が目指す安全安心で快適に暮らせるまちづくりを進めるうえで、本基本施策の目
標達成は大きく貢献するものである。

犯罪件数、交通事故件数ともに目標に達した。

交通安全や防犯対策は、警察等関係団体と更に連携する必要がある。また、消費者行政は
市民が主体的に行動できるよう消費者教育を推進し、情報提供していく必要がある。

防犯、交通安全、消費者利益の擁護のため、関係機関団体との連携を強化し、様々な機会
を捉え、周知、啓発活動を実施し、市民の意識高揚を図る。

成果指標である年間防犯件数、年間交通事故件数は目標に達成しているが、栃木駅前に
は不審者が出没し、車上荒らしも増加している。防犯灯や防犯カメラの設置に対する補助
制度は、犯罪防止に効果があるので市民にＰＲし設置に努めてほしい。最近、警察署から
送付されるメールには高齢者等の行方不明の事例が数多く報告されている。これらの方は
、犯罪や交通事故に巻き込まれる可能性があるのでその対応をお願いしたい。
交通安全対策では、スクールゾーンを抜け道として利用している車が多い。スクールゾ

ーンを通知等で周知し事故を未然に防いでほしい。ガードレールや歩道の整備も併せてお
願いしたい。
市民相談や消費生活の安定と向上については、引き続き親切な対応をお願いしたい。た

だし、相談窓口がどこにあるのかが分かりづらいので対応をお願いしたい。

3201 防犯・交通安全対策の充実 269,614 100
3202 市民相談の充実 8,065 100
3203 消費生活の安定と向上 25,922 76

成果指標１

成果指標２

成果指標３

成果指標４

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)
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[ ]

[ ]

[ ]
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件

％

830.00
776.00
360.00
279.00
22.20

296,898
284,249

平成31年度
815.00
785.00
355.00
348.00

316,286
307,032

令和2年度
800.00

350.00

347,266
347,266

令和3年度
785.00

340.00

0
0

令和4年度
765.00

330.00

50.00

0
0



施策

妥当性 妥当
　市民が安全・安心に暮らせる環境の確保を行わねばならな
い。

コスト削減の余地 有
　不要となった防犯灯の再利用、再生資源利用等による交
通安全施設整備などに余地がある。

受益者負担 適正 　市が行うべき事業である。

上位貢献度 有効 　安全・安心な暮らしの確保のための貢献度は高い。

類似事業の有無 無 　市・警察等が連携し役割を分担しており類似事業はない。

成果向上の余地 有
　防犯・交通安全の推進及び市民相談窓口の周知、消費者
啓発活動は継続して実施していく必要がある。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

基本施策評価表　補表

　32　　　安全安心な暮らしの確保

内部評価

区分

　基本方針「安全安心で快適に暮らせる街づくり」を進めるうえで貢献度
は大きい。

　犯罪件数、交通事故件数ともに目標は達したが、さらに減少させるた
め継続していかなければならない。

　交通安全や防犯対策については、特に警察及び関係団体等と連携
し、周知・啓発活動を継続的に実施しなければならない。
　市民相談体制を強化していくとともに消費者トラブルに遭わないため
の啓発活動や消費者教育を継続していく必要がある。

　特殊詐欺対策電話機等の購入費補助及び自治会に対する防犯カメラ
設置費補助により普及を図り、栃木駅周辺の防犯パトロールについて
は、警察及び関係団体と連携していく。
　交通安全についても、警察及び関係団体と連携し交通安全運動等を
展開していく。
　市民相談、消費者行政についても関係機関、団体と連携して取り組
む。


